
助成対象事業成果報告書（概要版） 

制度名 情報バリアフリー通信・放送役務提供・開発推進助成金 

助成対象事業名 

文化観光施設におけるバリアフリー・多言語化を実現するタ

ブレットガイドサービスの提供及びコンテンツ作成自動化シ

ステムの開発

助成対象事業者名 株式会社ビューティフルワンズ 

助成金の額 9,971千円 

【助成対象事業の全般について】 

① 助成対象事業の概要 劇場などの文化観光施設を中心とした字幕表示や手話通訳な

どによるバリアフリーガイド及び多言語翻訳ガイドサービスの提

供及びより広範囲に提供していくためのコンテンツ作成自動化

を含む新規フロー及びシステムの構築を実施した。このほか

に、サービス拡充のため、文化施設における情報保障をテーマ

にしたシンポジウムや ICT・DX を主題にした通信事業者の国際

展示会などに招聘されたため積極的に参画し、弊社サービスの

浸透に努めた。 

② 助成対象事業の目標 文化観光施設におけるバリアフリー・多言語化を実現するタ

ブレットガイドサービスの更なる拡大展開によって、主に聴覚

障害者協会に向けた文化観光分野におけるバリアフリーサー

ビスがより拡充していくことである。 

この目標を達成する手段として、本年度はサービスの導入箇

所数の拡充とその運用を支えるデジタルトランスフォーメー

ションをコンテンツ制作の部分で実現する。

【令和２年度実施部分について】 

③ 助成対象事業の実施

内容 

【背景】 

①公立文化施設におけるガイド機器需要の増大

聴覚障害者向けの通訳サービスの導入は特に公立文化施設

において非常に乏しい。弊社は現在、文化観光施設において

主に聴覚障害者に向けたタブレットガイドサービス事業を展

開しているが、平成 29年の改正で障害者に対する文化芸術の

振興が明文化された文化芸術基本法第二条及び二十二条を端

緒に障害者差別解消法、障害者による文化芸術活動の推進に

関する法律、地域文化観光推進法案などの改正・施行等によ

って公立文化施設からの需要が増えている。 



 一方で既存の聴覚障害者向けに対応する公立文化施設向け

のバリアフリーサービスは施設、サービス提供者共にコス

ト・人員面からの導入が進んでいないのが現状であり、それ

を解決する施策が求められている。 

②サービス運用フローの一部自動化による効率化の必要性

様々なパートナーシップや啓蒙活動の成果によって導入箇所が増

加するにつれ、コンテンツ制作などの運用の負荷が大きくなってく

ることが予見され、現状の作業体制では早晩行き詰まる可能性が

非常に高い。 

そのため、本事業の役務としてコンテンツ作成機能の自動化

機能及び制作フローを開発・構築することで、一層の省力化

を図り、安定的なコンテンツ供給体制の構築を行う必要があ

った。 

【実施内容】 

①ガイドサービスの拡充

本年度はコロナ禍によって文化施設が事業期案内でほぼ閉鎖

状態であったが（公財）公立文化施設協会とのパートナーシップ締

結によって、アフターコロナにおけるサービス拡充に一定の目処を

つけた。 

コロナ禍においてもアフターコロナを見据えたモニターを含む導

入問い合わせは多く寄せられており、緊急事態宣言が解除された

時期から対応してきた（導入箇所は別紙参照）。 

②コンテンツ作成のデジタルトランスフォーメーション

本年度はアフターコロナを見据えたサービス提供体制を効率

化するためこれまで手作業でコンテンツを制作していたフロ

ーをシステムによって自動化し、導入施設自身でコンテンツ

制作を実施できる仕組みを開発構築した。 

③広報機会の活用

今年度は機材の導入だけではなく、シンポジウムや国際展示会

への招聘といった機会を得た。「文化事業における情報保障と ICT

の活用」という切り口から、字幕ガイドサービスの必要性と弊社サ

ービスの有益性を PR した。 



また、障害者の舞台芸術参画をテーマにした文化庁後援のシンポ

ジウムにも招聘されゲストとして、文化施設における情報保障につ

いてパネルディスカッションに参加するなど、サービスの普及活動

の機会も積極的に活用した。 

④ 助成対象事業の成果 【成果】 

①ガイドサービスの拡充・広報機会の活動

本年度はコロナ禍の影響で多くの公演が中止・延期となる中、

アフターコロナにおける文化芸術観光などの需要回復を見据

え、（公財）公立文化施設協会とのパートナーシップを締結した。

同財団は全国２０００カ所以上の公立文化施設の会員を抱え、

新たに制定された障害者による文化芸術活動の推進に関する

法律の拡充を目指している。 

 また、大型劇場や文化庁などの啓蒙活動の一環として開催さ

れるシンポジウムへの参加や、国際展示会への参加機会など

も積極的に活用した。 

これらの活動によって文化施設界隈での弊社のサービス知名

度が向上され、導入時期はコロナ次第となっているが、モニター

導入などの問い合わせが昨年の倍以上といなっている。 

②コンテンツ作成のデジタルトランスフォーメーション

本年度の研究開発のよってコンテンツ制作の運用フローの大

幅な効率化と時短が達成された。具体的にはコンテンツ制

作・システム登録・管理、コンテンツの確認修正手続きに現

在は CMSを用いても１公演につき 3日人（8日×3日＝２４時

間）かかっていた。 

今年度開発した自動化フローによって１０時間まで短縮が

可能となった。実際にシステムが存在すると仮定し、上記フ

ローの確認作業をしてくれるアルバイトも含めて検討したと

ころコンテンツの制作に１時間、進捗管理に１時間、コンテ

ンツ確認修正に７時間、検収作業に１時間の合計１０時間と

なり、従来にくらべて６０％近い効率化が達成された。 

 また効率化に加えて、作業振り分けと進捗管理システムに

よって、ICTテレワークを活用した地方の子育てマザーや障害

者視支援施設への作業依頼が可能となり、地方創生に貢献で

きる体制を構築できた 



これは、予め作成されるテンプレートに沿って字幕にしたい

データを入力するだけで最終出力まで到達できるので、特別

な知識や操作等が必要なく、これまで字幕コンテンツの制作

を行ったことのない者でも問題なく作業を完結することが可

能となった。 

この運用効率化によって、低コストかつ特別な人的リソース

の投入なく、幅広い文化観光施設などで導入することができ

るようになった。 

【課題】 

本年度の活動によって、弊社サービスの先端性が認知されコ

ロナ後の需要増加が見込まれるようになった。またこの需要を

支える DX も完了した。 

一方で２つの課題と新たな需要も確認された。１つ目が、タブ

レットガイドの予約システムがないために本当に必要としている

来場者が使えないというトラブルが散見されたことである。 

これを解消するために劇場は人的な作業で事前に利用者を特

定し、連絡し、利用確認をしていた。この事務作業は文化施設ス

タッフの大きな負担となっている。

２つ目は本年度の達成できなかった目標である。計画立案段

階では、本年度中に、大手事業者との提携・障害者の仕事創出

につながるスキームづくりを掲げていたがコロナ禍の影響もあり

達成ができなかった。 

予定していた大規模事業者との提携も仕切り直しとなってしま

い今後のサービス提供のスケジュールの再考を迫られている。

また、障害者の仕事創出のスキーム作りにも影響が出ている。 

一方、新たな需要としては、視覚障害者向けの点字ディスプレ

イバージョンである。文化施設という公共空間において、視覚障

害者向けに同等のサービスの需要が高まっている。 

コロナ禍もありまだケース数は少ないが、弊社の字幕サービス

が導入されていることで初めて劇場で演劇を鑑賞した聴覚障害

者もいた。この体験が広がることによって、視覚障害者からの字

幕（この場合は点字字幕）の問い合わせも散見される。 

次年度はこの２つの課題と需要にサービスの適応を目指した

い。 



⑤ 補足説明事項 ○対外的な成果

・（公財）公立文化施設協会とのパートナーシップ締結

・舞台芸術鑑賞サービスショーケース&アートフォーラム出展

・流山市にける導入実績に関する報道記事

・TM フォーラム（情報通信事業者の国際展示会）への出展

・TM オーラムにおけるカタリストを受賞

（Digital Business Marketplace 部門） 

・弊社サービス活用レクチャーを聴覚障害者を含む関係者に提供

（ラポール横浜）

・障害者受けサービス導入を求める施設へのレクチャー（アクロス

福岡） 





 





 


